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司法審査とカナダ最高裁判所
野　　上　　修　　市
　　　　　　　　　　　　　　　　1　は　じ　め　に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　本稿は，過去におけるカナダ憲法制度上に生じた三つの重要な変化の内，その一つは，連邦と州
との財政関係の根本的修正であり，その二つは，イギリス議会によるカナダの憲法である1867年の
「英領北アメリカ法」（British　North　America　Act）の修正によって，カナダ議会に，一定の憲法修正
　　　　　　　　　（2）権を与えたものであり，その三つは，カナダからPンドンにある枢密院の司法委員会（the　Judicial
Committe　of　the　Privy　Council）への上訴を完全に廃止することによって，文字通り，カナダ最高裁
判所（the　Supreme　Court　of　Canada）を，カナダのための最終上訴裁判所にさせたところのカナダ議
　　　　　　　　　　　（3）会による法律制定というもの，この内，第3番目の変化について，論究しようとするものである。
　一般に，連邦主義とは「一般的と地方的政府とが，めいめい一領域内で，同等且つ独立（coordin－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）ate　and　independent）であるように，諸権限を分割する方式」と定義され，更に，「各政府とも，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）れ自身の領域に限定されるべきであり，その領域内では，他者とは無関係であるべきだ」，といわ
れている。従って，そのように，権限を分配することが，連邦制の本質的要素であるから，一般
に，連邦国家においては，成文憲法でもって，連邦と州政府との権限の分配を規定している。とこ
ろが，憲法の権限の分配に関する言葉は不明確且つあいまいな場合が多く，その結果，権限の分配
に関して，連邦と州政府との間に，紛争が生じるというのが，連邦国家の常である。この紛争処理
機関として，一般に，登場して来るのが連邦最高裁判所である。
　ところが，カナダだけは，憲法紛争の最終的解決者として，連邦及び州政府とは全く関係のない
機関である枢密院の司法委員会というものの存在が，1949年まで，続いた。従って，】875年に，ヵ
ナダのための最高裁判所が創設されたにも拘らず，］949年まで，枢密院の司法委員会がカナダのた
めの最高上訴裁判所として君臨して来たのであった。
　カナダ最高裁判所は，もともと，その存在や権限が基本法によって保証されているところのアメ
　　　　　　　　　　（6）リカ最高裁判所とは違って，憲法上の裁判所ではなくして，「英領北アメリカ法」の第101条にもと
　（7）
つく，カナダ議会の立法権の行使の結果として，誕生を見たものである。それにも拘らず，ヵナダ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）最高裁判所に，1875年のその創設以来，憲法解釈がつきまとったことは事実である。けれども，ヵ
ナダ最高裁判所は，実際上は，枢密院への「中間上訴裁判所」（an　intermediate　appellate　court）であ
　　　　　　　（9）るにすぎなかった。従って，カナダ最高裁判所は，連邦制度下における最高裁判所の本来の役割を
果たさず，1949年までは，国民から，カナダ政治の有力な，効能のある要素としてみなされていな
　　（10）
かった。しかし，今や，文字通り，カナダのための最高裁判所として君臨しており，連邦と州政府
との間の権限の分配を完全に維持し，且つ「英領北アメリカ法」のその他の制限を実施する責任を
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引き受けているカナダ連邦の重要なる機関として，その存在が認識される必要がある。そして，
その裁判所が中心となって，連邦国家における司法審査を通じての連邦と州政府との紛争仲裁者と
して機能し，また，現在，すべての西洋社会の特徴である立法手続の一般的摩損と，それに加うる
に，冷戦下での立法及び行政行為の頻繁な無責任性が司法権の拡張を必要且つ必然にしている現状
　　　　　　（1Dのもとにあって，日本はもとより，アメリカを含めた多くの他国家の裁判制度が，長たらしい訴訟
や，利益当事者の不十分なる訴訟事件における自己主張や，ただ自分自身の法律を擁護するための
みの政府干渉の制限された機会などによって，妨害された状態におかれているおりから，カナダの
すべての利害当事者の権利を十分に考慮することを保証すると共に，憲法論争の解決をスピード・
アップさせる方策をこうじて，今日の世界において，もっとも良き司法コントロール制度として指
摘されているところの現代的要請の解決策一それは十分なる人権保障と共に，広い意味における行
　　　　　　　　　　　　　　（12）政の能率化を意味する一について，ここで，考察することは大変有意義なことであるという問題意
識をもって，以下，カナダの司法審査と最高裁判所の観察にすすみたい。
　（1）D．C．　Rowat，　Recent　Developrnents　in　Canadian　Federalism，18　Canadian　Journal　of　Economics
　　and　Political　Science　1，　at　1（1952）．
　（2）British　North　America（No．2）Act，1949，12，13＆14　Geo．　VI，　c．8］．
　（3）Supreme　Court　Act，1949，13　Geo．　VI，　c．37（Canada）
　（4）K．C．　Wheare，　Federal　Government（4th　ed．｝963），　p．　l　O．
　（5）　1d．　at　14．
　（6）アメリカ憲法第3条第1節は「合衆国の司法権は一つの最高裁判所一一に与えられる」といっている。
　　そして，第2節に，その管轄権限を明記しているQ
　（7）これに対して，「英領北アメリカ法」（BN．　A．　Act）の第101条は，単に，「カナダの議会は・……・カナダ
　　のための一つの一般控訴裁判所の設立，維持及び組織について規定を設けることが出来る一・…」と宣言し
　　ているのみである。
　（8）B．Laskin，　The　Supreme　Court　of　Canada：AFina1　Court　of　and　for　Canadians，29　Canadian
　　Bar　Review　10，　at　l　O39（1951）．
　（9）　ld　at　1039．
　（1〔》　　1d．　at　IO40．
　⑪E．McWhinney，　Comparative　Federalism：states’rights　and　national　power（i962），　p．23．
　⑫　J．A．　C．　Grant，　Judicial　Review　in　Canada：Procedural　Aspects，42　Can．　Bar　Rew．195（1964）．
2　カナダ連邦制の顕著な特色
　表題の観察にはいる前に，カナダ連邦制の特に顕著な特色を簡単に指摘しておきたい。
　第1の特色は，すべての立法権が，一方では連邦議会に，他方では州議会とに，かなり明確且つ
　　　　　　　　　　　　　　　（1）詳細に，分割されていることである。そして，一般に，連邦国家の憲法の中には，立法権に対する
制約となる，いわゆる「権利章典」（Bills・f　Rights）が存在するのを常とするにも拘らず，カナダの
憲法である「英領北アメリカ法」には，アメリカの如く，「権利章典」を規定しているのではなくし
て，全くその存在を見ないのである。従って，憲法上には，アメリカの基本的人権を構成する人的
または財産的利益に対して，なんらの保護領域がないのである。この特色は，当然の結果として，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）連邦議会も，州議会も，それぞれの権限領域においては，全能者となる。そして，憲法上に，なん
らの人権保障規定がないことから，カナダにおいては，司法審査の範囲がそれだけ，アメリカなど
　　　　　　　　　　　　　　（3）よりも，狭いものとなるのである。この点については，のちに，述べることにする。
　第2の特色は，連邦政府が州立法に対する拒否権（veto　power）を有していることである。この権
限は，州法の成立後，1年以内に行使しなくてはならないというほかは，いかなる制約をも受けな
（4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
い。この方策は，州権の濫用を抑制することを意図し，それによって，与えられた権利の不正な干
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）渉から，個人を保護する手段とされている。
　第3の特色は，州政府の公式の長である副総督（Lieutenant－Governors）の任命権を連邦政府が有
するというものである。連邦はこの権限を通じて，連邦政府の意思と一致しない州政策を抑制し，
監督することを試みる。この連邦政府の権限は非常に重大なものであり，副総督は「法案に同意し
たり，同意を差し控えたり，総督の意向の表示のために，法案を留保する場合には，副総督は総督
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）（Governor－General）の指図に従って，裁量権を行使するのである」。連邦結成以来，相当に，この権
　　　　　　（8）限は行使された。そして，総督（連邦政府の公式の長）は今や，憲法慣習によって，イギリス政府の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）干渉から自由であるけれども，副総督は連邦政府の干渉から自由ではない。副総督は，ある場合
に，連邦政府の意思が州政治に反映することを可能にする機関である。この理由のために，「英領
北アメリカ法」の第92条の第1項は，州は「副総督の職に関するものを除き」，州の憲法を思い通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）りに変更することが出来ると規定しているのである。
　第4の特色は，州（Provinces）に特に与えられない権限は，連邦（Dominion）に留保されるという
ものであり，これはカナダ連邦制の特に顕著な特色である。州は，「英領北アメリカ法」によって，
明確に与えられている権限以外は，いかなる立法権をも有さない。それ故，カナダでは，連邦政府
は州の立法行為を直接に拒否する権限を有するのみならず，州に特に与えられていないすべての権
限を有する「残余財産受遺者」（residuary　legatee）である。これは，連邦政府の権限を明記し，それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）以外の権限を各州に留保しているアメリカ憲法とは対照的である。従って，この点，カナダ憲法
は，アメリカ憲法とは全く逆である原理を採用しているのである。カナダは，「残余的な権限」を
連邦に与えることによって，「黙示的権限の原則」（an　implied　power　doctrine）や，裁判所による新
しい事態に対処するために修正されねばならない一般的な規定の進歩的な適応の実施による連邦権
　　　　　　　　　　　　　　（12）の拡張の必要を無用なものとした。そして，この点において，カナダの裁判所は，アメリカの裁判
所が受けている仕事上の重い負担からまぬがれた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）　第5の特色は，州の重要な裁判官のすべての任命権を連邦政府が有するというものである。無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）論，州は裁判所を設立し，下級の裁判官を任命しうるけれども，重要な，上級の裁判官職は連邦政
府によって，選出され，俸給が支給され，恩給が与えられ，そして免職されるところの裁判官をも
って，占められている。そして，州の上訴裁判所から，最高裁判所（連邦の）へ，上訴が行き，カ
ナダには，アメリカに存在しているような，独立した州司法制度がないのである。
　以上見て来たカナダの憲法特色から，カナダ連邦制の理論が，非常に，連邦政府を強化すること
を目的とした，単一国家的な要素が強く，従って，修正された連邦制を採用していることがわか
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（2）
る。そして，更に，これらの諸特色は一憲法上の権利章典の不在，州立法に対する連邦の拒否，
州に与えられていないすべての権限の連邦保留，など一カナダにおける立法の司法審査を，アメ
リカとは幾分違ったものにしている。この相違は，カナダの裁判所において，無効にされた法律
や，その裁判所に置かれた司法権行使（その理論面と手続面）における限界及び制限の観察によっ
て，最もよく例証される。
　（1）】867年の「英領北アメリカ法の」第91条は連邦議会の権限を列挙し，第92条は州の権限を，それぞれ排
　　他的に，列挙している。
　（2）　C．G．　Haines，　Judicial　Review　of　Legislation　in　Canada，28　Harv．　L　Rev，6，　at　568（1915），
　（3）　Grant，　op．　cit．，　p．　195．
　（4）　B．N．　A．　Act，　sec．90．
　（5）F．R，　Scott，　The　Special　Nature　Qf　Canadian　Federalism，13　Canadian　Journ．　of　Ec．　and　Po1．
　　Sci．！3，　at　16（1947）．
　（6）　Haines，　op．　cit．，　p．568．
　（7）　In　re　DisaIlowance　and　Reservation，〔】938〕S．　C．　R　at　p．77．
　（8）例えば，1947年までに，副総督による州法案の却下（disallowance）がiO4回，留保（reservation）が64
　　回，そして即座の同意拒絶（refusal）が25回あったそうである。　See　Scott，　op．　cit，　p．16．最近では，1937
　　年から1940年にかけて，アル・ミータ州の「社会債権」（Social　Credit）立法の却下のために，8回，却下権
　　が行使された。
　（9）けれども，州の副総督は，たとえオタワ政階によって任命されようとも，連邦の総督が，連邦政府のた
　　めに，女王（国王）を代表するように，州政府のために，等しく女王を代表する，ということは今や確立
　　されているのである。See　Scott，　op．　cit。　p．16．
　（i◎　Scott，　op．　cit，，　P．16．
　⑪　アメリカ修正憲法第IO条は，「この憲法によって，合衆国に委任せられず，また州に対して，この憲法
　　によって，禁止されていない諸権限は，それぞれ各州または人民に留保される」，と規定している。
　⑫　Haines，　op．　cit．，　p．569，
　⑬　B．N．　A　Act，　sec．96．
　⑭　遣言裁判所（Surrogate　Courts），区裁判所（Division　Courts），治安刑事裁判所（Magistrates’Courts），
　　少年裁判所（Juvenile　Courts），仲裁裁判所（CQurts　of　Arbitration）等の裁判官。小森義峯「連邦制度の
　　研究」，256頁参照。
　⑮　ウイア教授は，この点，カナダは「準連邦憲法」（quasi－federal　constitution）を有する，といっている。
　　Wheare，　op．　cit．，　p．19．しかし，われわれは実際の憲法慣行に注意しなくてはならない。連邦政府は，州
　　法拒否権を，注意深く，しばしぽに使用せず，副総督の任命にあたっては，州の意見を尊重するし，そして
　　また，裁判官の任命にさいしても同様である。ウイア教授も，現実の憲法作用を考慮して，「たとえカナダ
　　憲法は，法的には，準連邦であるにせよ，実際上は，すぐれて連邦であると結論することが正当であるように
　　思われる。或いは，別言すれば，たとえカナダは連邦憲法を有しなくとも，連邦政治を有するのである」，
　　といっている。この言葉は注目に値いする。Wheara，　op．　cit．．　p．20．
3　最高裁判所としてのカナダ最高裁判所の確立の経緯
　ヵナダの最高裁判所は，1875年に，「英領北アメリカ法」の授権のもとに，カナダ議会が創設し
た。けれども，すでに述べた通り，カナダの事実上の最高裁判所として，1949年まで，ロンドンに
ある枢密院の司法委員会が君臨して来たのである。カナダの人民は，カナダのことに余り精通して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一120一
　　　　　　　　　　　　　　　　司法審査とカナダ最高裁判所
いないイギリス人の裁判官によるカナダ事件の審理に不満を感じた。そのような不満は，直接的に
は，司法委員会の一般的な判決傾向が，「英領北アメリカ法」の解釈について，1920年代まで，カ
ナダ憲法の起草者達の意図した政治制度とは全く正反対であったところの憲法を製作した，という
　　　　　　　　　　　　（1）ことに起因するものであった。州の権限は，その費用を支払う財政能力がないにも拘らず，多くの
活動に対して，責任を有するように拡張され，他方連邦の権限は，財政能力を有しながらも，国民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）から要求された多くのものをやりとげることが出来ないほどに削減された。
　こうして，司法委員会の州権を増大させる長い間の判決ラインは，連邦の権限を強力にすること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）を目的とした憲法の起草者達の意図を打破するものであった。そして，司法委員会の判決に対する
不満が，カナダ事件のそれへの上訴制度を廃止せよという運動の原因となったのである。この廃止
運動は実に長い間の政治及び立法闘争ののちに，やっと成功をおさめたのであった。
　司法委員会への上訴制度の廃止運動は，1875年のカナダ最高裁判所の創設に関連して，すでに，
早くから起ったのであった。1875年のカナダ最高裁判所の創設法案には，カナダ事件の司法委員会
へのすべての上訴を禁止した一条項があったが，植民地大臣（the　Secretary　of　State正or　Colonies）
が，国王に，そのような規定に同意を与えないよう助言するとおどしたために，この条項にかわっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）て，上訴権を明白に留保した規定の採用となった。
　1875年の運動は失敗に帰したが，1888年に，カナダ刑法の修正法がすべての刑事事件において，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）カナダ最高裁判所の判決が最終的であると規定した。これによって，たとえ民事事件はそうでない
にせよ，刑事事件の司法委員会への上訴は廃止された。こうしてなされた刑事と民事事件の区別は
「英領北アメリカ法」の規定に根拠をおくものであった。なぜなら，「英領北アメリカ法」は刑事法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）及び刑事手続に関する専属的権限を連邦に与え，これに対して，民事法及び民事手続に関する権限
　　　　　　　　　　　　（7）は州に与えていたからである。ところが，1926年に，司法委員会は，，Nadan・v．　The　King〔（1926）A．　C．
482（p．c．）〕事件において，1888年の刑法修正法は無効であり，連邦は刑事事件の上訴さえ制限す
るいかなる権限も有しないと宣言した。1844年の「司法委員会法」（The　Judicial　Committee　Act・f
1844）は，国王の大権の許可する上訴に制定法上の根拠を与え，そして，1865年の「植民地法の効力
に関する法」（the　Colonial　Laws　Validity　Act）は，植民地議会ぽ，その法律が帝国の法と矛盾する法
律を制定することを禁止していたから，上訴権を変更することは出来ない話であった。民事及び刑
事事件の上訴を1844年の帝国法が許していた以上，カナダ法はその上訴権を変更出来なかった。な
ぜなら，帝国法と矛盾した法律は，「植民地法の効力に関する法」によって，無効になるからであ
る。しかし，この事件における司法委員会の判決の論理が，たとえ前述の通りのものであり，なん
ら疑問を入れる余地のないほど明確なものであろうとも，その判決は，イギリス植民地における地
方自治と地方分権の発達する精神とは一致しなかったから，間もなく，法律の重要な変更によって，
くつがえされた。
　1926年に，帝国会議（lmperial　C・nference）は，カナダ問題に関して，注意を向けた。なぜなら，
司法委員会自身が，Nadan　v．　The　King事件において，帝国議会はカナダ議会がそのような上訴を
禁止する・とをすみやかに許しうる，と・いう購臓肌たか岬そして，帝国会議は，「司法上
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訴に関する聞題は，おもに関係した帝国の部分の希望と一致せずして，決定されるべきであるとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）うことは，大英帝国の国王の政府の政策ではなかった」と宣言して，193】年に，この原則が「ウエ
ストミンスター法」（the　Statute　of　Westminster）の中で法律化した。「ウエストミンスター法」は
「植民地法の効力に関する法」が，カナダに適用される限りにおいて，矛盾するものを廃止し，カ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ナダに，カナダの法律の一部分をなす限り，いかなる帝国法をも修正する権限を与えた。従って，
たとえ「ウエストミンスター法」が明白に上訴問題にふれていなくとも，その法律がカナダに上訴
問題に関する権限を譲ったことは事実であった。そして，カナダは，直ちに，この新しい権限を，
この問題のために使用した。即ち，1933年に，カナダは再び刑事事件の上訴を廃止する法律を制定
（1］）
し，この新しい法律は，間もなく，British　Coal　Corp．　v．　The　King〔（1935）A．　C．500（p．　c．）〕事件
において，「ウエストミソスター法」による憲法変化に基礎づけられて，支持された。
　こうして，刑事事件の上訴廃止の問題は終止符を打った。ところが，1933年の法律は司法委員会
への民事事件の上訴は従来通り許すものであった。1935年に，司法委員会は，すでに，刑事と共に
民事上訴を廃止するアイルランド自由国（Ir量sh　Free　State）の法律を支持していたから，カナダも，
もしその気持があるなら，同様な立法を有効に制定しうることは可能であった。しかし，カナダで
は，1867年の「英領北アメリカ法」が州に民事事件に関する専属的権限を与えていたから，民事事
件の上訴を廃止する連邦の権限に関して疑問が生じたのであった。即ち，民事事件の上訴の廃止は
連邦権限外にあり，たとえ「英領アメリカ法」がカナダの最高裁判所の設立を認めていようとも，
連邦に，司法委員会への上訴を禁止するが如き，最終的権限をその裁判所に与えることを許すもの
であるかどうかは不確定であると主張しうるものであった。この問題は，たとえもし連邦がカナダ
最高裁判所からの司法委員会への民事上訴を禁止する権限を有したとしても，なお且つ州裁判所か
らの司法委員会への上訴を禁止する権限をも有するのかどうかという疑問によって，複雑化した。
　これらの諸問題は，カナダ最高裁判所に，「勧告的な意見」（advisory　opinion）を求めて，付託さ
　（12）
れた。そこで，1940年の1月に，その裁判所は司法委員会へのすべての上訴を禁止する権限は連邦
　　　　　　　　（13）が有すると宣言した。ところが，カナダ，マニトバ（Manit・ba）州，そしてサスカチェワン（Saskat－
chewan）州の法務長官（Attorney－General）は，ともにその意見を支持したが，オンタリオ（Ontario）
州，英領コロンビア（British　Colu皿bia）州，そしてケベック（Ωuebec）州の法務長官は，そのような
重要な問題は，司法委員会自身による最終的決定が望ましいとして，上告した。けれども，第2次
世界大戦のために，その事件の審理は延期され，1946年の10月に，司法委員会がはじめて審理を開
始した。そして，結果は，カナダ最高裁判所の意見の支持に終ったのであった。こうして，1949年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）の12別0日に，司法委員会へのすべての上訴を廃止した法律が制定された。
　しかしながら，われわれは，司法委員会への上訴の廃止に賛成する意見が，カナダにおいて，決
して絶対的多数ではなかったことに注意しなくてはならない。多くのカナダ人が，遠くはなれた司
法委員会の判決の公平性と客観性とが，カナダにおいて確保されえないところの公正な憲法解釈を
生み出すと考えたし，更に，州の権利を失わないようにと，心配する多くの人々は，司法委員会の
判決の結果から生じた州権の増大の傾向を歓迎して，この傾向の逆転をおそれたのであった。そし
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てまた，フランス系カナダ人は長い間司法委員会への上訴の権利が，カナダ最高裁判所によって保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）護されえない少数者の権利の保護となると考えたのであった。
　以上のような注目すべき事実があったにも拘らず，カナダには，司法委員会の判決に対するそれ
以上の不満が存在したことが，究極的には，司法委員会への上訴の廃止の動機となったのであっ
た。上訴廃止の直接的な，主要の動機iの一つは，連邦と州との間の権限の分配についての司法委員
会の処置に対する不満であった。司法委員会は，「英領北アメリカ法」を厳密に解釈することによ
って，連邦から，疑いもなくそれに属すると考えられるところの権限を奪った。州には，その財政
的能力の割りには，余りにも大きな責任を与え，連邦には，財政的能力があるにも拘らず，真に全
国的な問題を処理する権限は与えられなかったのであった。それ故，最高裁判所への最終的上訴権
限の譲渡が，もしその裁判所が連邦の権限を拡張するように憲法を再解釈しさえすれば，この問題
の解決となるだろうと，多くの人々は期待したのであった。こうした，カナダの不満と期待とに
よって，ともかく，1949年に，1875年の最高裁判所法（Supreme　C・urt　Act）の修正という形式で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）もって，文字通り，カナダの最高裁判所はカナダの法ピラミッドの頂点に立ったのであった。
（1）　Livingston，　Abolition　of　Appeals　from　Canadian　Court　to　the　Privy　Counciし　64　Hard．　L　Rev．
　104　（1950），at　105．
（2）S．P．　Aiyar，　Federalism　and　Social　Change（1961），　p．1】6．
（3）　1d．　at　！18．
（4）　Livingston，　oP．　cit．，　P．】05．
（5）　Id．　at　IO6．
（6）BN．　A．　Act，　sec．91（27）．
（7）B．N．　A．　Act，　sec．92（13，14）．
（8）Nadan　v．　Th　King，〔］926〕A．　C．482，493（P．　C．）．
（9）　Livingston，　op．　cit．，　p．107．
⑩　22Geo．　V．　c．4，　sec．2．
（11）23＆24Geo．　V．　c．53，　sec．］7（Canada　l　933）．
⑫　われわれは，ここで，カナダの司法解釈の特色に注意しなくてはならない。「合衆国においては，憲法
　上の司法解釈はすべて訴訟という手続を経てなされるが，カナダにおいては，憲法上の問題に関する『勧
　告的な意見』（“tadvisory　opinions”）を与えるという形式で裁判所の判断がなされ，事実上これが正規の裁
　判の如く取扱われている。この手続の利点としては，英領北アメリカ法の解釈に関し，または或る事項に
　ついて立法その他の措置をとる前の権威づけに関して，裁判所の権威ある意見を確保するという権能を一
　政府に与えているということである。カナダにおける憲法上の司法解釈に対する主要な機会は，このよう
　ないわゆる『照会』（tcreference”Nこよって作られて来た。照会された事件につき裁判所によって与えられ
　た意見は，固有の意味の判決ではないが，憲法解釈に関する決定的なものとして，常にすべての関係者の
　問に受入れられている」，ということを，われわれは注意して，わすれてはならない。小森義峯「前掲書」，
　258頁。
⑬Re　Privy　Counci至Appeals，〔1940〕ID．　L　R．289（Can．　Sup．　Ct．）．
（④Supreme　Court　Act，1949，13　Geo　VI，　c．37（Canada）．
⑮　「フランス系カナダ人は，長い間，枢密院をく彼らの権利の特別の保護者”であったと考えて来た」，と
　いわれている。See　R．　Brossard，　The　Working　of　Confederation：AFrence　Canadian　View，3
　Canadian　Jour．　of　Econ，　and　Polit．　Sci．339（1937）．
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⑯　1949年の最高裁判所法は大した改正点はなく，その中心的修正規定は次のものであった。「第54条第1
　項。最高裁判所はカナダ内の最高の排他的民事及び刑事の上訴管轄権を所有し，且つカナダのためにそれ
　らを行使する。そしてその裁判所の判決は，すべての事件において，最終的且つ決定的なものである」。
4　カナダの司法制度と最高裁判所の構成及び管轄権
　カナダの司法制度は，一方においては，連邦主義の性質から由来した多くの特色を有しながら
も，連邦と州との相互に独立した，完全な二元的司法制度を有するアメリカ司法制度とは異なるの
である。アメリカにおいては，連邦と州裁判所とは，ほとんど全く相互に分離している。一方にお
いては，一定の管轄権限を有する連邦裁判所があり，他方においては，州裁判所があって，これら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）二者の間には，分裂垂直線（avertical】ine　of　cleavage）がある。無論，一定の場合には，事件は州
から連邦へと移すことが出来ることになっている。もし州裁判所の事件が，連邦憲法や連邦法の解
釈に関係する場合には，連邦裁判所に，その事件を移すことが出来る。しかし，普通，事件が生じた
ところの裁判所制度で事件は終わるのである。ところが，「英領北アメリカ法」は，分離線の垂直より
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）もむしろ水平である連邦と州裁判所制度を確立しているのである。連邦には，一つの一般的上訴裁
判所を創設する権限が与えられ，そして「カナダの諸法律の円滑な運営のために，その他の裁判所
　　　　　　　　　　　　　　（3）を設置する」ことが許されている。州には，「民刑事の裁判所の設置，維持及び組織並びにこれら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）の裁判所における民事手続を含む州における裁判の運営」に関する権限が与えられている。この二
つの憲法上の規定によって，相互に独立した完全な二元的司法制度（連邦と州との）の設立が考えら
れていた訳では決してない。なぜなら，たとえ主要な事実審裁判所は州によって創設されたもので
あるにせよ，総督（連邦政府）が，ノヴァ・スコチァ（Nova　Scotia）州及びニュー・ブラソスウィ
ック（New　Brunswick）州の遺言裁判所の裁判官を除き・，「各州の上級裁判所，地方裁判所及び県裁
　　　　　　　　　　　　（5）判所の裁判官を任命する」し，そしてそれらの裁判官の俸給は連邦議会によって定め且つ支給され
　　　　　　　　　　（6）ることになっているから，ここには，アメリカの如く，連邦とは完全に独立した州裁判所制度と
いうようなものはありえないのである。従って，そのために，アメリカの如く，連邦と州裁判所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）との管轄権の分配や，それに関する両者の紛争などという問題は存在せずして，むしろ問題は州当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）局による裁判所の運営や連邦法の実施に関して生じるのである。更に，連邦は，すべての裁判所が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）連邦犯罪を裁判する場合にしたがわねばならないところの手続を規制する。そして，たとえ各州は
自州の犯罪の裁判手続を自由に決定しうるけれども，通常，連邦によって定められたものに従う。
連邦は，民事事件で，連邦法が適用されるときには，州裁判所の手続を規制しうるということが長
　　　　　　　　　　　　（10）い問確立された原則であった。しかし，連邦が専属的権限を有する破産及び支払不能を除いて，州
の民事手続を認めている。これらのことから，カナダには，アメリカの如く，二元的な司法制度は
ないということが指摘出来るのである。
　州には，州最高裁判所（Pr・vincial　Supreme　Court），地方裁判所（C・unty　C・urt），そして一連の下
級裁判所（Min・r　C・urts）一遺言裁判所（Surr・gate　C・urts），区裁判所（Divisi・n　Courts），治安刑事
裁判所（Magistrates’Courts），そして，その他の裁判所一が存在する。連邦には，最高裁判所と，
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連邦議会が「英領北アメリカ法」の第10】条の権限のもとに，海事事件，特許権事件，著作権及び
商標権事件，連邦税事件，そして国王に対する訴訟等に関する第一審管轄権を有する特別な裁判所
である財政裁判所（Exchequer　Court）がある。無論，これら以外に，一定の司法権または準司法権
がいろいろな連邦公務員や委員会に，例えば，運輸コミッショナー委員会（Board　of　Transport　Co－
mmissioners）のような，与えられている。1949年までは，これらの裁判所以外に，そして事実上カ
ナダの最高裁判所として君臨して来たのであったが，枢密院の司法委員会が存在した。しかし，現
在は，文字通り，カナダ最高裁判所が民事・刑事の最終上訴裁判所となり，いかなる州も，この管
　　　　　　　　　　　　（11）轄権限を抑制することは出来ず，カナダの裁判所制度の頂点にある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　カナダ最高裁判所は，現在，総督により任命され，非行のない限り，官職を保有し，75歳で退
職することになっている，ただし議会の両院の要求がある場合には，免職されるそして俸給はカナ
ダ議会によって支給されるところの1人の裁判長と8人の裁判官からなる9人の裁判所である。し
かし，1875年に，その裁判所が創設された当時ば，6人の裁判官（その内1人は裁判長）をもって構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）成されて，その内，2人は必ずケベック州から任命されることになっていた。そして，それが，19
27年には，7人（その内1人は裁判長）になり，枢密院の司法委員会への上訴を廃止した1949年の終
りに，現在の如く，9人の裁判所となったのである。その裁判所の裁判官の任命にあたっては，最
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）初から，連邦結成以来のすべての連邦内閣の構成がそうであったように，地域的及び宗教的考慮が
　　（15）
作用した。即ち，フランス系カナダ人とイギリス系カナダ人の住民要素，新教徒及び旧教徒，中央
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）政府の機関への代表のための地域的（州的）圧力がその裁判所の任命に影響したのであった。そし
て，20世紀までは，最高裁判所はほとんど全く東部諸州色を帯びていた。けれども，1903年に，西
部州からの最初の任命であったマニトバ州の裁判長のKillamが，そして1906年には，第2番目
の任命であった英領コロンビア州の裁判官Duffが，それぞれ最高裁判所の裁判官として任命され
た。比較的に新しい州のニュー・ファウンドランド州は別として，アルバータ州を除いては，すべて
の州は1人ないしそれ以上の被任命者を有した。けれども，最高裁判所は常に大きな州であるオン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1ア）タリオ州とケベック州の被任命者によって，数字上支配されていたことは事実であった。そして，
現在でも，9人中必ず3人はケベック州から任命されることになっている。ケベック州からの3人
の裁判官の任命の理由も，過去においては，フラソス系の州であったという考慮と共に，現在にお
いては，最高裁判所にやって来る事件が多くはケベック州の民法典（フラソス系の）の解釈や適用で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）あるので，このような3人の裁判官の任命となっているのである。そして，現在，憲法慣例として，
大学の教授や，文官政府公務員からではなくして，主として，実務法律家から裁判官を選出してい
　　　　　　（19）
るそうである。
　最高裁判所法は，議決に要する裁判官の定数，毎年開らかれる開廷の数と開廷日，上訴リストの
数などを明記しているのであるが，事件の審理及び処理におけるその裁判所の現実の執行作用には
なんらふれていない。また，その裁判所の日々の機能を明らかにするルールはなにも公表されてい
ないし，とにかく，その裁判所の内部手続についてはなんら明白な情報もないのである。無論，弁
護士達は最高裁判所の事件の処理方法については知識をもっていることは疑いもない。しかし，最
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高裁判所と関連しては，いかなる特別な慣例もなく，全くカナダ最高裁判所の制度は自由な制度な
　　（20）
のである。
　その裁判所が6人の裁判官から構成されていたときには（議決定数は5人），上訴事件には，全員
でもって審理するのが慣例であった。しかし，7人へと，そして，9人へとその裁判官数がなって
からは必ずしもそうではないのである。例えば，1950年の上訴事件についてみると，憲法争点を伴
う事件において，9つの事件が5人の裁判官で，そして6つの事件が7人の裁判官で審理され，刑
事上訴の再審事件において，　1つの事件が9人全員の審理であった，という有様である。とにか
く，現在でも，すべての事件において，全員による審理は期待されないのである。現在では，議決
定数は5人であり，それでもって，正当に裁判所を開廷することが出来る。そして，7人の裁判所
であったときに，同数の意見われを回避するために，5人または7人の審理が慣行となっていたか
ら，現在は9人であるから，5人，7人，そして9人の審理が慣行となっているとしかいうことが
　　　　　　　（21）出来ないのである。
　司法委員会への上訴の廃止と，最高裁判所のメソバーの9人への増加と符合して，カナダ議会は最
高裁判所の上訴管轄権に大改革をなした。最高裁判所への上訴には，以前と同様に，今も，当然の
上訴，州最高裁判所の許可による上訴，そして最高裁判所自身の許可による上訴，という3本立に
なっている。旧最高裁判所法の欠点は，当然の上訴が訴訟の金額によって決定されていたというこ
とであったのではなくして，州最高裁判所がカナダ最高裁判所の有したよりも上訴を許可する広い
権限を有していたということにあった。そして，最高裁判所の上訴を許可する権限は，たとえまた
憲法争点を含むものであるにせよ，主として不動産や金銭事件を含むところの特殊な場合に限定さ
れていた。1949年の修正はこのさかさまの状態を是正して，最高裁判所に上訴を許可する広い権限
を与えた。
　ここで，最高裁判所の上訴管轄権の歴史を観察してみよう。20世紀まで，州議会が最高裁判所へ
の上訴を制限しうるかどうか，あるいは少なくとも州議会の立法権限内の事項に関しては最高裁判
所への上訴を制限しうるかどうか，ということについては相当に不確定であったようである。例え
ば，188］年に，オンタリオ州は裁判所法でナンタリオ州裁判所から最高裁判所への上訴を制限して
いたのに対して，数年後，英領コロンビア州は最高裁判所への上訴を許していた。ところで，最高
裁判所はカナダ議会のみが上訴を許したり，制限したりする権限を有するとした。けれども，その
問題はマニトバ州の事件であるCrown　Grain　Co．　v．　Day〔（1908）A．　C．504〕事件において，司法委
員会が最高裁判所の意見を支持して，決着がついた。しかし，その問題には，法的問題以外のもの
が伴なった。なぜなら，1897年に，カナダ議会はオンタリオ州の判決からの上訴を制限することを
法律化したからである。1897年の法律は特定の事件のみに上訴を許すものであり，それがのちに事
実上最高裁判所自身の許可による上訴に限定された一連の事件であったことは興味深いことであ
る。そしてまた，最高裁判所法の歴史の初期には，ケベック州の上訴に関する特別な規定が存在し
たことにも注目しなくてはならない。二つの中心的な州一ケベック州とオソタリオ州一からの
上訴に関する特別な規定と，その他の州からのそれに関する規定の存在は最高裁判所の上告管轄権
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を寄せ集めものにした地域的影響力を立証するものであった。とにかく，最高裁判所の上告管liで、醗
を狭いものにしたのは連邦議会のコントロールのもとにあった最高裁判所に対する地方の疑念に起
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）因し，また連邦議会への地域的圧力の強さにも起因するものであった。そしてまた，その裁判所に
憲法上の地位を与えなかった「英領北アメリカ法」の失敗の結果にも起困するものであった。
　現在，最高裁判所は二つの場合に第一審管轄権を有することになっている。即ち，枢密院におけ
る総督（the　Governor　in　Counci1）によって，憲法問題またはその他の問題の照会に関して，最高裁
判所の意見が求められた場合と，その裁判所のすべての裁判官が連邦刑事法にもとつくいかなる拘
置に関しても，人身保護令状の発給権を有しているから，その令状発給に関する場合，この二つの
場合には，最高裁判所が第一審管轄権を有するのである。その他の場合には，その裁判所の管轄権
は全く上告のものである。主要な上告管轄権は最高裁判所法と刑法典とに規定されているけれど
も，破産法（Bankruptcy　Act），連邦選挙争訟法（Dominion　Controverted　Electons　Act），財政裁判所法
（Exchequer　Court　Act），国家防衛法（National　Defence　Acit），鉄道法（Railway　Act），そして会社解散
法（Winding・up　Act）の中にも，特別の場合の上訴管轄権がある。今の最高裁判所法のもとでは，
2，000ドル以上の金額の事件，人身保護手続，または職務執行手続において，宣言された州最高裁
判所の判決またはその裁判所の訴えの却下あるいは新たな審理を命令する判決からの最高裁判所へ
の上訴が当然の上告となっている。更に，当然の上告は州議会の立法によって，その意見が判決と
みなされ，且つそれ自身上訴しうると考えられるところの照会にもとつく州最高裁判所の意見から
も成り立つのである。また，最高裁判所法のもとでの第2の上訴クラスは，自から最高裁判所に判
決のために付託されるべきであるような問題であると判断して，州最高裁判所がその判決から上訴
を許可する場合である。結局，現在でも，最高裁判所への上訴を許可する州最高裁判所の以前に有
した権限はなんら実質的には削滅されていないのである。最後の上訴クラスは，最高裁判所の許可
による上訴である。この権限は最高裁判所の上訴管轄権の最も重要な変化である。この権限によっ
て，以前は，最初に，州裁判所によって否定された場合に，連邦最高裁判所から一ヒ訴許可を求めた
けれども，今や，州裁判所によって，上訴の拒否があろうとなかろうと，最高裁判所の判断によっ
て，上訴の当否を決定することが出来るのである。
（1）R．M．　Dawson，　The　Government　of　Canada（1952），　p．461．
（2）　Td．　at　461．
（3）B．N．　A．　Act，　sec．】OI．
（4）B．N．　A．　Act．　sec．92（14）．
（5）BN．　A．　Act，　sec．96．
（6）B．N．　A．　Act，　sec．100．
（7）小森義峯「前掲書」，255頁。
（8）　Dawson，　op．　cit．，　p．462．
（9）BN．　A．　Act，　sec．91（27）．
⑩　See　Valin　v．　Langlois（］879），3S．　C．　R．　I　aff’d（］879），5A．　C．115；Cushing　v．　Dupuy（1880），5
　A．C．409．
⑪　See　Clarkson　v．　Ryan（】890），　T　7　S．　C．　R．251．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－127一
明治大学　社会科学研究所紀要
⑮　実際には，カナダの首相によって任命されている。
⑯　カナダ議会はケベック州からの2人の裁判官の任命には，同意した（1875年の最高裁判所法の第4条）。
　けれども，英領コロンビア州からのi人の圧命には，不同意した。なお，ケベック州からの裁判官数は，
　1927年に，最高裁判所の裁判官数が7人となったときには，三分の一の比率はやぶれたけれども，再び，
　1949年には，その比率を回復して，現在では9人内3人を任命されることになっている。
⑯　この点について，1927年に，Lapointe司法大臣が次のように云った。「一方では可能な最もよき人が最
　高裁判所に任命されるべきであるから，裁判官の任命にあたって，地理的条件が考慮されるべきではない
　のに対して，一つの例外がある。即ち，2人の裁判官は常にその州の民事法や手続に精通しているケベッ
　ク州の裁判官または弁護士のメソバーであるという例外がある。このことを別とすると，英領北アメリカ
　法にはいかなる地理的条件ものべられていない。けれども，最高裁判所の創設以来，そのような考慮が任
　命をなすにあたって，斜酌されて来たと私はいわねばならない。通常，1人の裁判官は沿海州の一つの弁
　護士または裁判官のメソバーであると考えられ，2人はケベック州の出であり，2人は通常オソタリオ州
　から任命され，そして，1人は通常英領コPtンビア州の裁判官から任命された。草原州は今日ほどその当
　時発展していなかった。それ故，現在まで，それらの州のいずれの弁護上または裁判官からも裁判官はな
かっナこ」oSee　Dawson，　op．　cit．，　p．466．
（1S　Laskin，　op．　cit．，　p．104］．
（ial　　Id。　at　】041．
（iO　　ld．　at　lQ42．
⑱McWhinney，　op．　cit．，　p　24－25．
（19　　】d．at　25．
⑫◎　Laskin，　op．　cit．，　p．　1043．
¢1）　　Td．　at　lO55．
㈱　　1d．　at　】049．
5　カナダの司法審査一その理論
　カナダの基本法である「英領北アメリカ法」の中には，法律の司法審査に関する規定は全々な
（i）
い。従って，この点について，古くから論議のあるところであった。
　Dicey教授は，カナダの憲法が連邦性質を有する限り，アメリカの憲法の写しと考えねばならな
いといい，また，他の人はアメリカの司法部とその他の部門の間に創設された憲法関係は，司法部
が「英領北アメリカ法」の解釈者に類似した権限を行使するところのカナダにも存在すると考え
て，アメリカの裁判所に割り当てられた憲法を明確にし，且つ宣言する職務は，実際上，カナダの
政治にも複写されたと主張した。他方，著名なカナダ公法の権威者であるLefroy教授は，アメリ
カ憲法の複写であることを否定した。教授は，アメリカ憲法の独特な特徴である立法に対する司法
コソトロールはいかなる意味においても，カナダの政治にあてはまらないと主張して，「英領北ア
メリカ法」の創案者達はアメリカ制度よりも，イギリス制度をむしろ取ったと明言した。司法委員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）会も，また初めは最高裁判所の裁判官も，Lefroy教授の意見を支持・承認した。例えば，　Gwynne裁
判官は，「合衆国の裁判所のいくつかの判決がわれわれに引用された。しかし，連邦の各州のそし
て連邦政府の憲法に，そして彼らが相互に持つ憲法関係に基礎をおいているこれらの判決は，たと
え連邦性質と考えられたにしても，合衆国のそれとは全く異なるわれわれの憲法下に生ずる問題に
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　　　　　　　　　　　　　　　　（3）ほとんど助力を与えることは出来ない」と言ったし，同様に，Taschereau裁判官は，「カナダの自治
領の議会と各州の議会の地位の比較はアメリカの謙会と各州の議会のそれとは全く異なるので，合
衆国最高裁判所からのすべての判決は，たとえ確かに常に重大な考慮に値いしようとも，ここに大
　　　　　　　　　　　　　　　（4）なる用心をして参照せねばならない」と言った。そして更に，アメリカ人でさえ，アメリカとカナ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ダの憲法の差異を論じた。例えば，Harleyは，カナダはなんら成文憲法を有しないのであるから，
当然に議会が最高であり，「イギリスの裁判所と同様に，カナダの裁判所は法律を違憲であると宣
　　　　　　　　　　　　　（6）言するいかなる権限も有しない」といった。
　確かに，カナダの憲法には，司法審査に関する規定はなにもない。それ故，立法権に関する裁判
所の地位はどうなのか，という問題が生ずる。この問題は，しかし，現実のカナダ裁判所の態度に
よって解明される。たとえ，カナダとアメリカ憲法との相違を認めようとも，現在，理論上連邦法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）も州法も裁判所による瞼越（vltra　vires）であるかどうかの解釈を受けることが確認されている。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）して，カナダの司法コソトロールの基本的制度はアメリカのそれと同様なのである。カナダの司法
裁判所は，アメリカと同様に，立法権を決定することが要求されているのである。カナダ裁判所が
立法の司法審査権を有するということは，たとえ初期において論争のあったところであるけれど
も，カナダが連邦主義を採用している限り，理論的には必然に生じて来るのである。Dicey教授の
言葉をかりれぽ，「連邦主義の本質的特徴一憲法の最高性，権限の分配，裁判所の権威一は，
疑いもなくたとえ修正があろうとも，すべの真の連邦国家に再現する。一一合衆国と同様に，カナ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）ダにおいても，裁判所は必然的に憲法の解釈者になる」。
　しかし，われわれは，たとえ原理において，カナダの司法審査とアメリカのそれとが同一のもの
であろうとも，カナダの司法審査には，アメリカにないところの若干の制限をわすれてはならな
い。本章の目的は正にカナダの司法審査への諸制限を考察するにある。
　第1の制限は，連邦の有する州法の拒否権である。この拒否権方策はアメリカに生じた州権に関
する激烈な闘争を回避することを意図するものであり，また連邦の正当な立法領域を侵害する州立
法を否認するためのものである。最近では，この拒否権はアルバータ州の「社会債権」立法に関し
て使用せられたけれども，ケベック州の「南京錠法」（Padlock　Act）の却下の拒否に立証されている
ように，連邦はこの権限の行使に対して非常に慎重である。とはいえ，この権限はいつでも行使し
うる潜在的権限であることには疑いないのであるから，この権限はカナダ司法審査への制限である
ことは間違いない。
　第2の制限は，市民権や財産権に関する立法権への制約の不存在である。このことは，司法審査
への最も大きな且つ重要な制限であり，憲法上に，なんら人権保障規定のないことから起因するも
のである。従って，アメリカ憲法にあるが如く，連邦政府と州政府とへの立法制限はないというの
がヵナダの特色である。これらの制限はカナダ憲法起草者達によって，故意に取りのぞかれたので
あった。この点，カナダ憲法は，すべての権限を二つの政府間に，きちんと分配し，なんら政府無
統制の領域を残していないという美点を有すれども，人権保障という見地から見るとき，あまりに
も，みすぼらしい憲法体制となっているといわなくてはならない。しかし，現在，人権保障にっい
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ての明るい期待をいだかしめる傾向と，司法審査の範囲を広める事実の存在にも注意しなくてはな
らない。なぜなら，1947年に，サスカチェワン州によるのと，1960年に，連邦によって，制定法と
しての権利章典の採用があり，これによって，裁判所に，政府行為や行政官の行為をコントロール
するさらなる義務を与えたからである。その連邦法は，「カナダのすべての法律は，もしカナダの
議会の法律によって，カナダ権利章典にも拘らず，実施されると明白に宣言されないなら，ここで
認められ且つ宣言されたいかなる権利も自由も一…・取り消され，奪われまたは侵害されないように
解釈され，適用される」，と規定している。たとえこの法律は当該政府を拘束するものではないに
せよ，連邦水準において，それに反する法律から，個人の権利を保護する司法審査制度の発展をカ
　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ナダにもたすことは期待されるのである。
　（1）　C．G．　Haines，　The　American　Doctrine　of　Judicial　Supremacy（1959），　p．598．
　（2）　Haines，　Judicial　Review　of　Legislation　in　Canada，28　Har▽．　L　Re▽．6，　at　566（］915）．
　（3）In　re　Niagara　Election　Case，29　Com．　PI．261，274（］878）．
　ω　The　Citizens’and　theΩueen’s　Ins．　Co．　v．　Parsons，4S．　C．　R．2］5，299（1880）．
　（5）　Haines，28　Harv．　L　Rev　6，　at　568。
　　　「英領北アメリ法」はイギリス議会による一法律として制定されたことを注意せよ。
　（6）Haines，　op．　cit．，568．
　U）　1d．　at　582．
　（8）　Grant，　op．　cit．，　p．19ア．
　⑨　Haines，28　Harv．　L．　Rev．，6，　at　584．；See　Also　Dicey，　Law　of　the　Constitution（10th　ed．1963），
　　p．168．
　（10）　Grant，　op．　cit．，　p．195－196．
6　カナダの司法審査一その手続
（その1）　憲法訴訟の特別の手続
　カナダには，正規の訴訟（Regular　Suits）と照会事件（Re壬erence　Cases）によって，憲法訴訟が生
じる。ここでは，まず最初に，正規の訴訟手続を論じ，次に，照会手続を論じることにする。
　憲法訴訟は，特に時間がかかり，多額の費用を要するのが世界的現象である。カナダは，この
点，連邦最高裁判所法が，連邦法または州法の効力に関する問題を訴訟当事者が提起した事件，ま
たは，事実審裁判官の判断によって，問題が憲法上重要であるような事件は最高裁に移すことが出
来る，という規定を州が法律化することを許している。最高裁判所は，移された事件を審理し，事
件を事実審裁判所に差し戻すこともあり，そしてただ憲法問題に関してのみ判決する。現在，英領
コロンビア州ジマニトバ州，ニュー。ブランスウィック州，ニュー・ファウンドラソド州，オンタリオ
州そしてプリンス・エドワード島州が訴訟当事者が憲法訴訟を提起した場合に，前述の手続を認め
る，そして事件の時間的遅滞によって利する当事者の反対にも拘らず，事実審裁判所に，最高裁判
所への事件の移送を命令する権限を許している法律を制定している。こうして，私人間の憲法訴訟
でさえ，その事件に対するカナダ最高裁判所の決定的判決を得るに必要な時間を短縮せしめること
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をカナダの10州の内6州において可能にしている。そして更に，同様なことが行政委員会の中にも
存在している。例えば，鉄道コミッショナー委員会（B・ard・f　Railway　C・mmissioners）の継承者で
ある運輸コミッショナー委員会（B・ard・E　Transp・rt　C・mmissi・ners）は，自からの申請，または訴
訟当事者の願いにもとついて，最高裁判所に，法律問題やその委員会の権限問題に関する意見を求
めることが出来る。こうした方策によって，カナダは憲法問題の解決をスピード・アップさせ，こ
れによって，事件を能率的に処理すると共に，訴訟当事者の権利を制度的に保障している。
　更に，ケベック州を除く，すべての州は宣言的判決（Declaratory　Judgment）を法律化している。
この手続は，私人訴訟当事者間の訴訟であれ，私人と法務長官（Attorney－General）の間の訴訟であ
れ，多くの憲法論争を法廷に持ち出すのに特にうまく合ったものであることを立証した。カナダで
は連邦の法務長官も，州の法務長官も自由に訴訟に参加しうるから，訴訟はこれら両者の対決にな
ることがしばしばである。アルバータ州，英領コロンビア州，マニトバ州，ニュー・ブラソスウ
ィック州，そしてオンタリオ州は州法が州立法権を越え，連邦立法権を侵害すると思われるときに
は，カナダの法務長官は州法の効力に関する宣言的判決を得るために，州法務長官を相手として州
裁判所に訴訟を起すことが出来るという規定を特別に制定している。反対に，州法務長官がカナダ
の法務長官を相手として訴訟を起すことも出来る。これら各州の法律は私人間，または法人間，また
は政府と私人あるいは法人間に，訴訟が生じるまで，重要な憲法争点の解決を待つということを不必
要にするのである。これまで，多くの興味あるそして重要な憲法問題がそのような形の訴訟におい
て解決されたものである。例えぽ，オンタリオ州は州犯罪の有罪者を赦免する州副総督の権限を
　　　　　　　　　　　　　（1）連邦に対して勝ちをおさめたし，また，たとえその他の条項は有効として支持されたにせよ，連邦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）保険法のいくつかの条項は無効であることに成功した。これに反して，州が負けた事件もあった。
例えば，英領コロンビア州は，オンタリオ州の助けにも拘らず，連邦輸入税を払わずに，州内の酒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）屋で売るために酒を輸入する権限を獲得することに失敗した。
　照会手続は，最初から，最高裁判所法に存在していた。そして，その手続は枢密院における総督
の請願にもとついて，最高裁判所に勧告的な意見を求めるものであった。しかし，「枢密院におけ
る総督が適当と考えるいかなる問題の審理及び考察のために，最高裁判所に照会すること」が規定
されていても，その手続の主要な使用は連邦法または州法，あるいは目下審議中のそれらの法案に
関する憲法上の効力の当否を照会するために利用された。この旧最高裁判所法の規定は現在の規定
と本質的に同一のものである。そして，各州も，この連邦照会手続を模写して，副総督に，「彼が
適当と考えるいかなる問題」を，カナダの最高裁判所への上告と共に，州最高裁判所へ付託するこ
とを認めている。ここでも，照会手続の主要な使用は法律の合憲性に関する問題を解決するために
利用された。州においては，そのような手続を規定している法律は一般に，「憲法問題の判決をはか
どらす法」（An　Act　for　expediting　the　decision　of　constitutional　questions）とか，「憲法問題法」
（ConstitutionalΩuestions　Act）と，タイトルがつけられている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　ところが，1897年に，最高裁判所は州照会からの上告を審理することを拒否したのであった。し
かし，枢密院の司法委員会は，すでにその3年前に，州照会からの上告を受理していたのであっ
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た。そこで，とうとう，1922年に，そのような照会の上告を最高裁判所の管轄権限内にする修正が
なされた。そして，一般には，照会手続の開始の主導権は国王の司法官からの圧力にもとついて行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）為する内閣にある。しかし，連邦は州の要請にもとついて行為することも出来るのである。更に，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）また，私人による政府への直接の請願にもとつく照会もあった。
　裁判所の意見は法案が法律となってしまう前に求められうるのみならず，同様な結果が，法律
は，もし裁判所によってその効力が支持されないなら，実施されないと規定することによっても，
生じるのである。このことは，例えば，カナダ版のニュー・ディール三法によって例証される。1935
年の「雇用及び社会保険法」（Employment　and　Social　Insurance　Act）は，この法律のもとのいかな
る保険寄与金も当該委員会の定める日以前は正当なものではない，と規定していた。そして，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）法律は連邦議会の権限鍮越であると判決されたから，なんら日付は発表されなかった。1934年の
「農民債権者分与金協定法」（Portions　of　the　Farmers’Creditors　Arrangement　Act）と1935年のその修
正法は，枢密院における総督によって定められた日に実施されることになっていた。そして，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）ような宣言はその法律が支持される迄なかった。1935年の「最低賃金法」（Minimum　Wages　Act）
　　　　　　　　　　　　　（9）は，連邦の権限瞼越と判決され，総督が必要な宣言をしなかったので，実施されなかった。以上は
連邦の手続であるけれども，各州も同様な手続に従っているのである。
　「社会債権」制度の再度の確立の試みである1946年のアルバータ州の「権利章典法」（Bill・f　Rights
Act）は，州最高裁判所の上訴部門も司法委員会も，州議会の権限外の立法であると判決したので，
　　　　　　　　　　（10）決して宣言されなかった。12年後，同州は債務者の負担を軽くする法律を制定した。しかしこの法
律の効力に多大の疑問があった。なぜなら，破産や支払不能に関する立法権は連邦政府に委任され
ていたから。その法律も，「この法は，定められた日に，宣言によって実施される」と規定されて
いた。その法律の効力に関して，州最高裁判所の上訴部門に照会されたが，権限除越の判決であっ
た。そこで，アルバータ州は，オンタリオ州とサスカチェワン州と共同して，最高裁判所に上告し
　　　　　　　　　　　　　　（H）た。最高裁判所は州判決を麦持して，その法律は定められた日に宣言されることなくして，断念さ
れたのであった。この事件は，カナダが伴なった問題のすべての面の十分なる提示なしに，憲法争
点に関する判決を確保することを試みた非常にすぐれた例証事であった。州上訴部門が，州法務長
官の要請にもとついて，照会を受理したとき，同時に，「カナダ銀行業者協会」（Canadian　Banker
Association），「エドモントンの債権譲渡人協会」（Credit　Granter’s　Ass・ci　ati・n　of　Edmonton），「アル
バータ州のカナダ小売商人連合会社」（Retail　Merchants　Association　of　Canada（Alberta）Inc），「カナ
ディアン信用者信託協会」（Canadian　Credit　Men’s　Trust　Association　Ltd．），「カナディアン消費者貸
付協会」（Canadian　Consumer　Loan　Association（Canada）），そして，カナダ法務長官に，それぞれ通
知され，審理に出席することを勧誘した。そして更に，その法律に反対である信用者（債権者）や
その他の人のために，議論する法律顧問人として，王選弁護人である著名な人を任命した。一方，
賛成側である三つの信用協会によってさし向けられた弁護人から，州の法務長官は助けられた。そ
して，その事件がカナダ最高裁判所にやって来たときには，カナダの法務長官と全州の法務長官に
通知され，参加を勧誘した。しかし，カナダの法務長官は参加しなかった。オンタリオ州とサスカ
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チュワン州はアルバータ州を助けて，その法律の正当性を主張するために弁護人を送った。裁判所
のこれらの処置は公正な審理をはかるためのものであった。
　もともと，照会手続は，最初から，最高裁判所法に存在しており，1883年，1884年，そして1885
年の早やきに，異論なく，最高裁判所は受理した。けれども，照会手続に全く反対者もなかったの
ではない。1892年に，Taschereau裁判官は，「私はこの協議には参加しない。私はこの裁判所を行
政権またその公務員の顧問委員会にする，あるいはまた，法律によって若干の場合に，なしたよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）に思われるが如く，第一藩裁判所にする議会の権限に若干の疑問を持つ」といった。そして更に，彼
は2年後に，「私はこの照会または相談に関するわれわれの管轄権を疑う。一一『英領北アメリカ法』
のいずれの条項によって，この制定法による裁判所に，上訴裁判所の管轄権よりも他の管轄権を与
　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）えることを議会は許されているのか。一…・」，ともいった。しかし，彼は先例に屈服した。そして，
「われわれの答えは，いかなる人も，それをのべる人でさえ，いやそれを与える人でさえ，拘束し
　　　　　　（14）ない」といって，彼の良心を慰めながら，事件に参加したのであった。このTaschereau裁判官の
見解を継承したのが，Idington裁判官であった。　Idington裁判官は連邦は州法の問題を最高裁判所
に照会する権限を有しないといったのみならず，更に，「もしわれわれが，われわれが享有する，
そしてわれわれが享有すべきことを意図された，政治の原則を維持すべきであるなら，政府の立法，
執行，そして司法作用は分離を保たねばならない。もしわれわれが，この裁判所に司法的ではなく
単に勧告的といいうる義務を課することによって，この裁判所の地位を下げるなら一一われわれは
われわれの政治の基本的原則を破壊することになる。一一法の正当な手続なしに，人の権利や自由
　　　　　　　　　　　　　　　（15）を取り去ることはないのか，そこには」，ともいったのである。しかし，彼の同僚達の意見は照会
手続は全くカナダ裁判所の正規の活動領域内であるとした。そして，利益当事者の参加，裁判所に
よる弁護人の任命という処置の成功がそのような照会手続に対する異議を終らせてしまったのであ
った。
　ところで，一体照会手続はどの範囲までおよぶものであるのか，それは私的権限の宣言までおよ
ぶのか。この問題がカナダに生じた。1898年に，司法委員会が，土地所有権者の権利に関して，次
のようにいって，照会を拒否した。「これらの土地所有者達は，この訴訟の当事者でもなく，裁判
官の前にも表われていない。そして，そうであるから，連邦と州議会の各権利や管轄権を決定する
ときに，川岸の土地所有者によって所有される権利の範囲について意見をのべることは正しいとは
考えない」。この事件を発端として，1912年に，照会事件で，私権に関して意見をのべることの当
否に関する激烈な論争が最高裁判所にもたらされたのであった。この事件は，2人のカソリック教
徒がカソリックの僧侶以外の聖職者，メソジスト教の僧侶によって，結婚式を行ったことから，ケ
ベック州のカソリック教徒の反対から生じたものであった。2人のカソリック教徒は1908年に，モ
ントリオールでメソジスト派の僧侶によって，結婚をなし，1子の誕生後，夫の要求により，モン
トリオールの大司教がその結婚は無効であると宣言した。そして，夫は裁判所にこの教会の判断は
認可され，確認されるべきことを要求した。その後，夫は裁判を思い止まり，その事件の却下を要
　　（16）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
求した。この要求は受け入れられて，この問題は終ったようであった。ところが，その間に，枢密
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院における総督は，最高裁判所に対して，ケベツク法のもとのそのような結婚の効力の問題と，す
べの結婚は法律的に拘束されるということを立法化する連邦議会の権限の問題を照会したのであっ
た。カナダの法務長官とケベック州とオンタリオ州の法務長官とははげしくこの事件において対立
　（18）
した。結局，裁判長Fitzpatrickは，連邦には結婚式に関する立法権はないのであると裁判所から助言
されたのであるから，もはやケベック州における非カソリック教の結婚の効力に関する問題はカナ
ダ政府の関心事ではないと結論した。こうして，私的権利の問題は照会手続によって宣言される
べきではないという原則が確立した。司法委員会は，1903年に，はっきりと，照会事件に伴なった基
本的争点のみに判決をなすという態度を表明し七，それ以上には先に進むことを拒否して，次の
ように言った。「それらの事件問題は具体的な事件においてのみ考察されるに適当な問題である。
そして，照会された条項の作用，適用しうるその範囲に関して表明された意見は価値のないもので
あろう。一一問題が生じるときには，私的権利を伴っている具体的な事件で生じねばならない。そ
して，具体的な事件が司法裁判所の前にないときに，特定な言葉の作用を制限し，切り詰め，そし
て捨て去ることを生じさせるところのすべての可能な場合や事実を裁判所が前もって論じつくすこ
　　　　　　　　　　　（19）とは全く愚かなことであろう」。カナダ最高裁判所も同一意見を，1929年のReference　re　Waters　and
　　　　　　　　　　　　　（20）Water－P・wers事件においても，1958年のReference　re　Validity　of　Secti・n］98・f　the　Railway　Act
　　　　　　（2T）事件においても，取っている。
　われわれは，憲法論争に関する最高裁判所の重要な判決の3分の1は，こうした照会事件におい
てのべられたことに注意しなくてはならない。条約責務を履行する立法権の分割に関する問題はほ
とんど全くこの照会手続を通じて解決されたのであった。そして，今や，照会判決はただ助言的な
ものであるというよりはむしろ，カナダの裁判所は照会事件でのべられた意見を真の判決とみなす
　　　　　　　（22）習慣にあるのである。従って，照会判決と違って，事実審裁判所が判決するなら，上訴において，
こっぴどく，非難されるであろう。
　（1）A．－G．Canada　v．　A－G．　Ontario．（1894），　aff’d，23　S，　C．　R．458．
　（2）A．－G．Ont．　v．　A．－G．　Can．，（1931），55　C．　C．　C．346（S．　C．）．
　（3）A－G．B．　C．　v．　A．－G．　Can．，（］922），64　S．　C．　R．377．
　（4）Union　Colliery　Co．　v．　A．－G。　B．　C．（1897），27　S．　C．　R．637．
　（5）See　re　power　of　the　Governor－General　in　Council　to　Disallow　Provincial　Legislation〔1938〕S．
　　C．R．7】．
　（6）Re　Meaning　of　Word　tcPersons”in　Secttion　240f　the　B．　N．　A．　Act〔1928〕S．　C．　R。276．
　（7）Re　Employment　and　Social　Insurance　Act，〔1936〕S。　C．　R．427，　aff’d　Sub　nom．　A．－G．　Can．　v．
　　A．－G．Ont．，〔1937〕A．　C．355．
　（8）Re　Farmers，　Creditor　Arrangement　Act，［1936〕S．　C．　R．384，　aff’d　Sub　nom，　A．－G．　B．　C，　v．
　　A－G．Can．，〔1937〕A．　C．39　L
　（9）最高裁判所は，Re　Weekly　Rest　in　Industrial　Undertakings　Act，　Minimum　Wages　Act，　Limita．
　　tions　of　Hours　of　Work　Act，事件においては，意見が互角に分れた。しかし，司法委員会は，これら
　　三法をすべて権限喩越とした。A－G．　Can．　v．　A－G．　Ont．，〔1937〕A．　C．326．
　⑩　Re　Alberta　Bill　of　Rights　Act，〔］947〕，　aff’d　Sub　nom．　A．－G．　Alta　v．　A－G．　Can．，〔1947〕A．　C．
　　503．
　⑪　Validity　of　the　Orderly　Payment　of　Debts　Act，1959（Alta），〔1960〕S．　C．　R．571．
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⑳　〔1929〕S．C．　R．200．
¢D　ArG．　Can．　v．　C．　P．　R．　and　C．　N．　R．，「1958〕S，　C．　R．285．
⑫　Grant，　op．　cit．，　p．214．
（その2）　憲法訴訟の当事者
　カナダでは，ずっと以前から，私的訴訟当事者だけでは，公共の利益を十分に表示・代表するこ
とが出来ないと考えられて来た。それ故，現在，法律と慣例とによって，いかなる裁判所も，まず
最初に，その法律が問題となっている政府に通知し，参加する機会を与えなくしては，連邦法また
は州法の効力に関して判決することは出来ない，ということがカナダ憲法の基本的原理となってい
る。もし事件が連邦と州との間の権限の分配に関するものであるなら，両者に通知と参加の機会が
与えられる。
　現在，制定法上の規定として，連邦と州との法務長官に，事件が通知され，両者とも，事件の当
事者となりうる，としている州はケベック州，オンタリオ州，アルバータ州，英領コロンビァ州，
マニトバ州，ニュー・ブランスウィック州，そしてサスカチェワン州である。そしてたとえ，連邦
法にはなんらそのようなものはないにせよ，1905年の最高裁判所規則には，「もしカナダの議会の
制定法の効力が最高裁判所への上告において問題となった場合には，審理と生じた権限問題をのべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（T）た通知がカナダの法務長官に送達される」，と規定されている。更に，1907年には，その裁判所規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）則は，その制定法が問題となった州に通知することを規定している。けれども，論争点が非常に一
般的重要性を帯びてるときには，すべての州に通知されるのが慣行となっている。以上が，正規の
訴訟における当事者の観察である。
　次に，照会事件の場合を観察することにしよう。1875年の旧最高裁判所法には，最高裁判所が勧
告的な意見を求められた場合の規定はなにもないQしかし，「連邦酒類許可法」（Dominion　Liquor
License　Act）の効力に関して，そのような意見を求めうることを規定している1884年の法律は，州
が訴訟当事者となることを許している。そして，1891年に，このことが連邦照会事件法の永続的な
　　　　　（3）部分となった。各州もまた，州照会事件に，連邦の介入を許している同様な規定を作っている。し
かし，たとえ連邦政府と州政府との間の権限の分配に関する連邦照会事件には，州が介入すること
が一般的慣行であるけれども，連邦は州照会事件が最高裁判所に来るまで，しばしば介入をしない
のである。とはいっても，その数は非常に少ないのではなくして，平均して，四つの内一つの割合
　　　　　　　　　　　　（4）で，介入しているそうである。更に，私人の照会事件の介入を連邦は許しているのである。そし
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）て，また団体の場合には，その代表者の介入を許しているのである。各州もまた，利益私人の介入
を許している規定を有している。そして更に，裁判所の判断によって，利益当事者のために，連邦
費用をもって，弁護人を任命し，もって公正な審理を行うことに努めることを連邦は許している。
英領コロンビア，ニュー・ブランスウィツク，そしてケベック以外の州は同様なことを許してい
る。
　（1）　Rule　15（2），　added　by　General　Order　88（1905），36　S．　C．　R．　ix；now　rule　18．
　（2）　Rule　19（3），　effective　Sept．　lst，1907，38　S．　C。　R．　xvii；now　rule　19．
　（3）SC．1891，c．25ss．4，NowR．S．C．】952，c．259，s．55（3）．
　（4）　Grant，　op．　cit．，　p．221．
　（5）　ld．　at　222，
7　お　わ　り　に
　カナダ最高裁判所は，1875年に，「英領北アメリカ法」の明白な権限規定のもとに，カナダ議会
によって創設されたものであった。しかし，1949年までは，Pンドンにある枢密院の司法委員会が
事実上のカナダのための最高裁判所として君臨して来たのであった。1949年になって，はじめて，
文字通り，最高裁判所としての地位を獲得したのであった。枢密院へのカナダ事件の上訴の廃止の
動機は，枢密院の判決態度一特に，連邦と州の問の権限の分配を厳密に解することによって，州
権の増大をはかった一に対するカナダ人民の不満の発露に原因するものであった。カナダの要請
は，「英領北アメリカ法」の再解釈であり，もって人民の要求を政治にとり入れる政府活動を促進
せしめるには，真に，人民の要請に答えることが出来る連邦政府の権限拡張が絶対必要事となっ
た。この再解釈を最高裁判所に期待した。そして，カナダ人はその期待に多少の失望感をかくして
いない。ほとんど，なぜなら，その裁判所は司法委員会の示したラインにそい，新しい方向にとび
出すことをしなかったようであるから。けれども，今や，時代の要請に答えうる態度を示す時であ
り，アメリカの裁判所がなしたように，新しい水を池に入れるときである。アメリカでは，通商条
項（主として）を通じて，連邦政府の権限拡張がなされた。カナダも，人民の現代的要請の受け入れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）を感知するとき，アメリカ例が参考となるであろう。憲法の再解釈という点については，カナダ最
高裁判所の今後の態度の有り方に注目したい。
　カナダの憲法解釈における硬直性に対して，司法審査の手続における柔軟性，自由性，ダイナミ
ックな運営は非常に注目しなくてはならない。現在，世界的現象となっている裁判遅延の問題をう
まく処理する体制をしいている。そして，いかなる私的訴訟にも，公的利益が参加し，公的照会に
は逆に私的代表が参加するようになっており，更に，利益代表のない場合にも，政府（連邦も州も）
費用でもって，弁護人を選出するといった有様で，公正な審理（裁判手続）をはかり，動的な・自由
な司法手続を展開していることは注目に値いする。しかし，一つ大きな不安が残るのである。それ
は，たとえカナダの基本的司法審査制度がアメリカのと同一であるとしても，憲法上になんら人権
保障規定のないことから来る司法審査の限界，それへの制約という面である。その点を考慮して，
カナダは，目下連邦法によって，カパーし，それがカナダ司法審査制度のより一段の発展の基礎と
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なることかもしれないが，法律による人権保障のため，なんら政府当局を拘束するものではない
し，また手続面において，人権保障の努力がたとえみられるにしても，そこには，いまだ不安を感
じざるをえないのである。従って，イギリスからの「憲法を本国へ送還」することによって，真の
人民の憲法制定という問題に取り組むことが真剣に考えられても良い時期に来ているのではなかろ
うか。
　　（1）　Livingston，　oP．　cit．，　P．．1］O－11L
Judicial　Review　and　the　Supreme　Court　of　Canada
Shuichi　Nogami
　　In　the　past　year，　three　very董mportant　changes　have　been　made　in　the　Canadian　constitution．　This
article　is　concerned　with　the　third　change，　namely，　that　the　Supreme　Court　of　Canada　became　the
ultimate　appellate　tribunal　for　the　Dominion　in　1949．
　　In　addition，　the　purpose　of　this　article　is　to　describe　judicial　review　in　Canada，　There　is　no
independently，　completely　dual　system　of　court　in　Canada．　There　are　no　provisions　relating　to
judicial　review　of　legislation　in　the　British　North　America　Act，1867．　But，　the　basic　Canadiall
system　of　judic至al　review　is　identical　to　that　of　the　United　States．　In　spite　of　that，　truly　the　scope
of　jロdicial　review　in　Canada　is　narrower　than　that　of　in　the　United　States，　because　the　British　North
America　Act　contains　no　list　of　the　Bills　of　Rights．
　　In　short，　I　must　say，　as　Grant　says，“The　Canadian　system　is　outstanding　in　three　ways：L　Pro．
vision　for　relatively　rapid　settling　of　constitutional　issues．2．　Adequate　public　representation　in
private　suits．3．　Adequate　private　representation三n　public　references”．①
　　①J．A．　C．　Grant，　Judicial　Review　in　Canada：Procedura1　Aspects，42　Canadian　Bar　Review　2，
　　　　　　at　224　（1964）．
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